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⚫ 2050年カーボンニュートラル社会実現に向けて。

⚫ うち、再エネの主力電源化のために蓄電池、EV、水素、その他インフラ整備支援の調査・コンサルを実施中。

はじめに①弊社サステナビリティ本部のご紹介

環境イノベーショングループ
グループリーダー：鵜飼 隆広

代表的プロジェクト

① 環境・サステナブル経営戦略の立案・運用支援
（マテリアリティ特定、ESGリスクモニタリング、中長期ビジョン・戦略・非財務KPI策
定 等）

② 資源循環・リサイクル関連制度・システムの構築・運用支援
（プラスチック資源循環ビジネス構築支援、資源リサイクル技術の実証及び国内外
への展開支援、
サーキュラー・エコノミー型ビジネス実証支援・コンサルティング 等）

③ 地球温暖化対策に係る制度設計・運用支援（フロン類対策、GHG排出量算定制度支
援 等）

脱炭素ソリューショングループ
グループリーダー：井上 裕史

代表的プロジェクト

① SBT設定支援・目標達成支援

② 省エネルギー関連制度設計支援

③ 省エネ住宅・ビル普及策検討支援

④ 固定価格買取制度等再生可能エネル
ギー関連制度設計支援

⑤ 洋上風力発電事業に対する各種支援

⑥ 再生可能エネルギー発電の出力抑制評価

⑦ エネルギーモデルによるエネルギー需給構
造分析、将来展望などの各種定量評価

分散型エネルギーソリューショングループ
グループリーダー：馬場 史朗

代表的プロジェクト

① スマートコミュニティに係る調査・コンサルティング・開発支援

② 次世代自動車（EV/PHEV/FCVなど）に係る調査・コンサルティング

③ 再生可能エネルギー等の地域エネルギー事業に関する調査・コンサルティング

④ 水素分野における政策立案および新ビジネスのコンサルティング

⑤ 水インフラ（上下水道等）に係る調査・コンサルティング・事業化支援

⑥ 社会インフラ分野でのIoT活用した社会実証のプロジェクトマネジメント・コンサルティ
ング

気候変動ソリューショングループ
グループリーダー：高島 由布子

代表的プロジェクト

① 環境・エネルギー技術やサービスの海外ニーズ調査・コンサルティング

② 省エネ・再エネ・GHG削減技術の海外市場事業化支援

③ 途上国政府に対する環境・エネルギー政策・制度の導入支援

④ 二国間クレジット制度（JCM）・緑の気候基金（GCF）を用いた海外市場展開コンサル
ティング

⑤ 企業における気候変動対策支援（TCFD対応含む）

ポリシーコンサルティング部門

サステナビリティ本部 本部長：佐々田 弘之 副本部長：柴 英隆
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⚫ 馬場史朗 サステナビリティ本部 分散型エネルギーソリューショングループリーダー（調査・ｺﾝｻﾙ）

兼務 イノベーション・サービス開発本部 電力新事業グループ（事業開発）

はじめに②自己紹介

略歴

2001年

同年

2005年

2008年

東京大学大学院 工学系研究科 機械工学専攻 修了

株式会社三菱総合研究所 入社

経済産業省 資源エネルギー庁 総合政策課 出向

株式会社三菱総合研究所 帰任、現在に至る

専門性／

業務経験

【専門性】 再エネに係る事業開発・運営管理・事業譲渡、分散型エネルギー事業に係る戦略立案

【経験年数】 20年間

主要実績

⚫ 資源エネルギー庁総合政策課出向時は、以下の策定に関わる検討を担当。

➢ 「長期エネルギー需給見通し」（2008年）

➢ 「京都議定書目標達成計画」（2008年）

【再エネに関連する主な実績】

⚫ 業務実績：2015年から現在まで、メガソーラー（60MW、45MW、15MW）、木質バイオマス（未利用材）、水力、
地熱、洋上風力の再エネ発電事業について、自社出資案件の開発、あるいは他社への開発コンサルティングを通じ
て関与。

⚫ 講演・セミナー：太陽光セカンダリーマーケットの概要（2017年12月、環境ビジネス事業開発セミナー）

⚫ 寄稿：再エネ事業性評価に必要な視点（2015年7月号、金融ジャーナル）

⚫ 出版物著作：「再生可能エネルギー開発・運用にかかわる法規と実務ハンドブック」実務編 第2章手続き・評価・制
度（2 ファイナンス, PA-制度・金融・実務／3 事業プロセスとリスク対応）（2016年3月、（株）エヌ・ティー・エス）
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はじめに②自己紹介（三菱総研グループの自社事業）

・事業主体：多可町安田郷メガソーラー合同会社
（出資割合 三菱総合研究所 19％）
・発電出力：14.5MW
・敷地面積：約60ha
・2016年11月運転開始

・事業主体：浪江谷津田復興ソーラー合同会社

（出資社 三菱UFJリース、三菱総合研究所）
・リードアレンジャー：三菱UFJ銀行
・発電出力：60.0MW
・敷地面積：約90ha
・2020年10月運転開始予定

多可町安田郷メガソーラー

浪江町谷津田メガソーラー

くまもと臨空メガソーラー

阿賀野メガソーラー

・事業主体：阿蘇熊本ソーラー合同会社
（出資割合 三菱総合研究所5％）

・発電出力：2MW
・敷地面積：約4ha
・2013年8月運転開始

・事業主体：阿賀野メガソーラー合同会社
（出資割合 三菱総合研究所各13.8％）
・発電出力：46.2MW
・敷地面積：約100ha
・2021年12月運転開始予定

⚫ 三菱総合研究所、三菱商事、熊本県、菊陽町の4者間でＨ24年9月
に締結した「メガソーラー発電建設事業の実施に関する協定書」に基
づき、阿蘇くまもと空港の北側隣接地に設備を建設し、発電事業を
開始。

⚫ メガソーラー事業を契機に地方版総合戦略策定等、地域ビジョン
づくりを総合的に支援。

⚫ 三菱総合研究所、東京センチュリー、京セラ、四電エンジニアリン
グ、パスポートの5者で、多可町安田郷メガソーラーに続き、新潟
県阿賀野市の大室地区・大日地区にて事業実施。2018年5月に
本格着工。

⚫ 三菱UFJ銀行が主導して、三菱UFJフィナンシャルグループ等とし
て取り組む事業との位置付け。福島県浪江町谷津田地区に設備を
建設し、発電事業を開始予定。2017年9月に着工。
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⚫法令改正

➢新ビジネスの機会創出

⚫「エネルギー基本計画」等の策定

➢既存ビジネスの機会拡大

⚫新/既存ビジネスのポイント・参考情報を

はじめに③（この解説の目的・位置付け）
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１．政策動向の解説
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⚫ 2050年カーボンニュートラル宣言以降、エネルギー・環境関連政策の検討が急加速している。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

⚫ エネルギー供給強靭化法（FIP制度等）：

➢ 2020年2月閣議決定、5月国会可決、6月公布、202２年4月施行

⚫ 菅総理による2050年カーボンニュートラル宣言（2020年10月）

⚫ 改正地球温暖化対策法（地域の脱炭素化の取組等）：

➢ 2021年3月閣議決定、 5月国会可決、6月公布

⚫ 「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」

➢ 2021年6月公表。内閣官房の成長戦略会議。次世代再生可能エネルギー、水素・燃料アンモニア産業、食料・農林水産業等の

14分野を定めて、脱炭素社会実現に向けた産業構造や社会経済の変革を大きな成長につなげるべく策定されているもの。そ

の実現方策として、予算、税制、金融等が挙げられているが、特にグリーンイノベーション基金（2兆円）は注目を集めている。

⚫ 「地域脱炭素ロードマップ」：

➢ 2021年6月公表。地方創生に資する脱炭素に国全体で取り組み、海外展開するために、特に2030年までに集中して行う取

組・施策の行程と具体策をまとめたもの。100か所の「脱炭素先行地域」。

⚫ 「第6次エネルギー基本計画（案）」：

➢ 2030年▲46%のベース＆2050年カーボンニュートラル。２０２１年９月パブリックコメント中、１１月初旬のCOP26までに

閣議決定か。

⚫ 「地球温暖化対策計画（案）」：

➢ 2030年▲46%のベース＆2050年カーボンニュートラル。2021年8月公表。１１月初旬のCOP26までに閣議決定か。

エネルギー・環境関連政策の動向
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エネルギー供給強靭化法（再エネ特措法）の概要①

出所）経済産業省Webサイト「「強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律案」が閣議決定」、閲覧日2021年9月23日、
https://www.meti.go.jp/press/2019/02/20200225001/20200225001.html

https://www.meti.go.jp/press/2019/02/20200225001/20200225001.html


Copyright © Mitsubishi Research Institute 9

⚫ 分散型電力システムの形成促進のための配電事業、アグリゲーションの導入。

エネルギー供給強靭化法（再エネ特措法）の概要②

出所）「改正再エネ特措法に関する説明会」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document01.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document01.pdf
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⚫ FITからFIPへの移行、電力市場との連動。

エネルギー供給強靭化法（再エネ特措法）の概要③

出所）「改正再エネ特措法に関する説明会」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document01.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document01.pdf
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⚫ 「S＋３E」が大原則も、再エネの大量導入を狙ったエネ基へ（22～24%から36～38%へ） 。

第6次エネルギー基本計画（案）①電源構成

出所）「2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」（令和3年9月、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/opinion/data/03.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/opinion/data/03.pdf
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⚫ 再エネの導入見込量の大幅な積み増し、＋約1,000億kWh。

第6次エネルギー基本計画（案）②再エネ導入見込量

出所）「再生可能エネルギー政策の直近の動向」（2021年9月7日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/035_01_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/035_01_00.pdf
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⚫ 施策強化の具体的事例としては、例えば環境省の担当する、1)公共施設の屋根50%にPV設置、2)民間企業で

の自家消費太陽光導入、3)約1,000の地方公共団体での促進区域及び事業計画認定が挙げられている。

第6次エネルギー基本計画（案）③再エネ導入の強化策

出所）「再生可能エネルギー政策の直近の動向」（2021年9月7日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/035_01_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/035_01_00.pdf


Copyright © Mitsubishi Research Institute 14

⚫ 地域（地方公共団体）及び企業の取組強化を狙ったもの。

改正地球温暖化対策法の概要①背景と全体像

出所）「改正地球温暖化対策推進法について」（令和3年6月、環境省地球環境局）、閲覧日2021年9月23日、http://www.env.go.jp/press/ontaihou/116348.pdf

http://www.env.go.jp/press/ontaihou/116348.pdf
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⚫ 発電事業

- FIP制度

- 非「FIT/FIP」案件

⚫ 再エネアグリゲーション

⚫ 配電事業

⚫ 地域の脱炭素化の促進制度

２．政策動向を踏まえた再エネ関連ビジネスの可能性
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FIP制度の概要①FITからFIPへ

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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FIP制度の概要②基準価格とプレミアム

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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FIP制度の概要③参照価格の決定方法

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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⚫ 市場参照期間が短いとプレミアムが補填するため売電単価が固定されて実質FIT化、

長いとプレミアムはほぼ固定となるため市場価格の高い時間帯で発電・売電しようとする。

FIP制度の概要④市場参照期間の決定経緯

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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FIP制度の概要⑤バランシングコスト分をプレミアムに付加

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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⚫ 電力市場と連動したFIP制度ではあるものの、小売電気事業者との個別契約も可能であり取引条件は協議次第。

FIP制度の概要⑥小売電気事業者との個別契約も可能

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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FIP制度の概要⑦FIT/FIPの区分、FIP移行も可能

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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⚫ 肝心のプレミアムは、入札結果の基準価格と参照価格の差で決まる。参照価格の理解が鍵。

FIP制度の概要⑧収入シミュレーション

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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⚫ FIT制度上の入札結果が参考に。最新の入札結果は約10円/kWh。

FIP制度の概要⑧収入シミュレーション（基準価格のイメージ）

出所）「再生可能エネルギー政策の直近の動向」（2021年9月7日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/035_01_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/035_01_00.pdf
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FIP制度の概要⑧収入シミュレーション（市場価格変動の影響）

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

参照価格が基準価格
以下であれば売上は
固定的に確保可能。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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FIP制度の概要⑧収入シミュレーション（市場価格高下の影響）

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

市場価格が高騰すれば
プレアムは減少、翌年度
にも影響。ただし、月間
補正で一部回復。

市場価格が下落しても
プレミアムが補完、翌年
度にも影響。月間補正で
一部プレミアムはゼロに。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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⚫ 参照方式が決定前のシミュレーション。

FIP制度の概要【参考】2021年1月時点の収入シミュレーション

出所）「FIP制度における卸電力取引市場の価格の参照方法等をふまえた簡易シミュレーション」（2021年1月13日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/023_s03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/023_s03_00.pdf


Copyright © Mitsubishi Research Institute 28

⚫ 設備利用率が17.2%と高め。また、基準価格も12円/kWhと高め。

FIP制度の概要【参考】2021年1月時点の収入シミュレーション

出所）「FIP制度における卸電力取引市場の価格の参照方法等をふまえた簡易シミュレーション」（2021年1月13日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/023_s03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/023_s03_00.pdf
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FIP制度の概要【参考】2021年1月時点の収入シミュレーション

出所）「FIP制度における卸電力取引市場の価格の参照方法等をふまえた簡易シミュレーション」（2021年1月13日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/023_s03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/023_s03_00.pdf
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⚫ 地域活用要件（資エ庁のFIT制度）と地域の脱炭素化（環境省の実行計画制度）の関係に注目。

FIT制度の要件①

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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FIT制度の要件②

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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⚫ 非「FIT/FIP」案件への取組みも増えている。

⚫ ここでは、発電設備の自社/他社保有とオンサイト（＝需要地で）/オフサイトの2つの視点から4つの類型に整理。

非「FIT/FIP」案件

オンサイト オフサイト

自社設備 ①自家発自家消費 ③自己託送

他社設備 ②第三者所有モデル ④コーポレートPPA
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非「FIT/FIP」案件①自家発自家消費（環境省のR4予算事業）

出所）環境省の令和4年度概算要求資料（令和3年8月時点）、閲覧日2021年9月23日、http://www.env.go.jp/guide/budget/r04/r04juten-
sesakushu/00_full.pdf

http://www.env.go.jp/guide/budget/r04/r04juten-sesakushu/00_full.pdf
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非「FIT/FIP」案件②第三者所有モデル（環境省のR4予算事業）

出所）環境省の令和4年度概算要求資料（令和3年8月時点）、閲覧日2021年9月23日、http://www.env.go.jp/guide/budget/r04/r04juten-
sesakushu/00_full.pdf

http://www.env.go.jp/guide/budget/r04/r04juten-sesakushu/00_full.pdf
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⚫ 公平性・公正競争の確保（再エネ賦課金の支払いの対象外）、需要家保護の確保、事業規律の確保等が課題。

非「FIT/FIP」案件③自己託送

出所）「再エネ導入拡大に向けた事業環境整備について」（2021年6月15日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/036_06_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/036_06_00.pdf
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非「FIT/FIP」案件④コーポレートPPA（環境省のR3予算事業）

出所）環境省の令和3年度予算資料（令和2年12月時点）、閲覧日2021年9月23日、http://www.env.go.jp/guide/budget/r03/r03juten-
sesakushu/00_full_r0312.pdf

http://www.env.go.jp/guide/budget/r03/r03juten-sesakushu/00_full_r0312.pdf
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⚫ 1)「追加性」を伴う新規開発を促進、2)FIT/FIP制度外であり国民負担を増やさない、3)電力と切り離して再

エネ属性を移転可能、4)既存の小売契約の変更が不要等の特徴を有する。

非「FIT/FIP」案件④’バーチャル・コーポレートPPA

出所）「日本における非FIT再エネの選択肢多様化に向けた意見書- 参考資料 -」（2021年5月13日、日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP））、閲覧日2021年9月23
日、https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2021/05/JCLP_PolicyProposals_20210513.pdf

https://japan-clp.jp/wp-content/uploads/2021/05/JCLP_PolicyProposals_20210513.pdf
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⚫ ①発電計画の策定・提出

➢ ユニット別の発電量（kWh）の計画について、年間・月間・週間・翌日・当日の計画を策定し提出。実需給1時間前まで修正可能。

⚫ ②発電量予測

➢ 発電計画を策定・修正するために、再エネ電源の精緻な発電量予測が必要。

⚫ ③電力市場取引

➢ 発電した電力量はJEPXへの売電、もしくは相対契約での売電となり、市場取引の手続き、相対契約の締結が必要。

⚫ ④環境価値取引

➢ FIP及び非FIT電源の環境価値は、高度化法達成市場、もしくは相対契約での取引となり、市場取引手続き、相対契約締結が

必要。

⚫ ⑤バランシング（時間前市場）

➢ 実需給1時間前までに、相対取引の契約量と発電予測量に差分が生じた場合は時間前市場取引等での調整が必要。

再エネアグリゲーション①

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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再エネアグリゲーション②（先行する事例）

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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再エネアグリゲーション②（資エ庁のR3,R4予算事業）

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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⚫ 2022年4月の法施行を前に、これから準備の半年間。

FIP制度及びアグリゲーターライセンスの導入スケジュール

出所）「FIP制度について」（2021年9月17日、資源エネルギー庁）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fip_2020/fip_document02.pdf
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⚫ コスト効率化や災害時のレジリエンス向上の観点から、特定の区域において、一般送配電事業者の

送配電網を活用して、配電系統を維持・運用し、託送供給及び電力量調整供給を行う事業者を配電

事業者と位置付けることに。

⚫ ただし、配電事業に対する配電設備の貸与価格・譲渡価格は、一般送配電事業者の運用実績に基づ

いた「期待収入」や「運用費用」から算定されるため、過度な収益を獲得（クリームスキミング）する

ことはできない設定。

⚫ そのため、配電事業者が当初規定以上の収益を獲得する方法は、デジタル化等による配電運用の

効率化や上位系統の設備増強回避等に資する潮流合理化の取組等でインセンティブを得ることに

限られる。

配電事業

出所）「総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 持続可能な電力システム構築小委員会 第二次中間取りまとめ」（2021年8月）、閲覧日2021年9月23日、
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/038_s02_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/038_s02_00.pdf
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⚫ 促進区域の設定及び事業計画認定に注目。

地域の脱炭素化の促進制度

出所）「改正地球温暖化対策推進法について」（令和3年6月、環境省地球環境局）、閲覧日2021年9月23日、http://www.env.go.jp/press/ontaihou/116348.pdf

http://www.env.go.jp/press/ontaihou/116348.pdf
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⚫ 100の脱炭素先行地域に手を上げるのはどの地方公共団体か。

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（環境省のR4予算事業）

出所）環境省の令和4年度概算要求資料（令和3年8月時点）、閲覧日2021年9月23日、http://www.env.go.jp/guide/budget/r04/r04juten-
sesakushu/00_full.pdf

http://www.env.go.jp/guide/budget/r04/r04juten-sesakushu/00_full.pdf
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⚫発電事業

➢FIP制度

➢非「FIT/FIP」案件

⚫再エネアグリゲーション

⚫配電事業

⚫地域の脱炭素化の促進制度

まとめ
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